













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































中京学院大学経営学部研究紀要 第23巻（2016年 3 月） 75
（80）山口亮子[床谷文雄・本山敦編]『親権法の比較研究』41頁以下（日本評論社、2014年）等参照。
（81）二宮周平「当事者支援の家族紛争解決のモデルの模索―ドイツ、オーストラリア、韓国の動向か
ら―」ケース研究307号５頁以下（2011年）等参照。親教育プログラムを紹介する文献としては、
たとえばアメリカに関するものとして、棚村政行「アメリカにおける子の監護事件処理の実情」
判例タイムズ1176号55頁以下（2005年）、同「アメリカの監護交流調整制度の実情と課題」戸籍時
報603号15頁以下（2006年）、渡部信吾「子の監護を巡る親教育プログラムについて―米国ネブラ
スカ州ダグラス郡の実情―」ケース研究303号225頁以下（2010年）等参照。
（82）拙稿・前掲注（77）50頁以下参照。
（83）許末恵「親権をめぐる法規制の課題と展望」家族＜社会と法＞24号130頁（2008年）、水野紀子
「家族法改正―婚姻・親子法を中心に 親権法」ジュリスト1384号63頁、66-77頁（2009年）、犬伏
由子「親権・面会交流権の立法課題」家族＜社会と法＞26号42-48頁（2010年）等参照。
（84）許・前掲注（83）135頁。
（85）水野・前掲注（63）121頁。
子の引渡しに関する審判前の保全処分および人身保護請求の新たな役割についての検討（佐藤）76
